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 原告らは、被告九州電力九州電力の平成２７年２月１０日付け準備書面

５（以下、本書面においては、この書面を単に「被告九州電力書面」とい

う。）に対して、以下のとおり反論を行う。 

 

１ ＵＰＺ圏内の住民には段階的避難を予定している避難計画の不合理性

について 

(1) ＵＰＺ圏内住民は段階的避難でよいとする被告九州電力の主張 

   被告九州電力は、 

  「 避難計画を含む緊急対応時は、上記に照らして、『緊急事態の区分』

の段階毎に、発電所からの距離に応じて策定することとされており、

住民は一斉に避難を行うのではなく、事態の進展に応じて、段階的に

避難を行う計画となっている。 

  ① 警戒事態で、ＰＡＺ圏内の要援護者の避難準備を開始する。 

  ② 施設敷地緊急事態（原災法第１０条事象の発生）で、ＰＡＺ圏内

の要援護者に３０ｋｍ圏外への避難を指示、ＰＡＺ圏内の一般住民

は避難準備を開始する。 

  ③ 全面緊急事態（原災法第１５条事象の発生）で、ＰＡＺ圏内の一

般住民に３０ｋｍ圏外への避難を指示し、ＵＰＺ圏内の住民（「要援

護者」、「一般住民」）に屋内退避を指示する。 

  ④ 放射性物質が放出された場合には、各地域の放射線量が測定され、

空間放射線量５００μSv/ｈを超過した地域の住民に対して１日以

内の避難を指示し、空間放射線量２０μSv/ｈを超過した地域の住民

に対して１週間以内の一時移転を指示する。」 

  と主張する（被告九州電力書面・２１頁）。 

 

(2) 原発事故により高濃度の放射能が数時間内で３０キロ圏外に到達す

る危険の可能性 

   上記(1)のように、ＵＰＺ圏内の住民の避難計画によると、空間放射

線量率が５００μSv/ｈを超えない地域の住民には、当面、屋内退避を

指示することになる、ということである。 

しかし、いつ、どのような時点で、放射線量率が５００μSv/ｈを超

えるかを予め予想することは到底できず、事故の態様如何によっては、
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事故発生から僅か数時間後に５００μSv/ｈを超えることもありえない

ことではない。 

   なお、報道によると、「同研究所（環境総合研究所）は、国土地理院

の地形情報も踏まえて試算。風速が毎秒２メートルだと放射性プルー

ム（放射性雲）となった放射性物質は１時間で約７．２キロ移動し、

４時間強で３０キロ先に到達すると計算」（２０１４年６月２３日付西

日本新聞・甲Ｂ３１）とされている。 

   このような民間研究機関の計算からしても、川内原発から流出する

放射能が僅か数時間以内に３０キロ圏外に達することは十分考えられ

るのである。 

   そもそも、原発事故による放射性物質の放出量や気象条件によって

深刻な放射能汚染（５００μＳｖ／ｈを超えるような）が時間的間隔

なく急速に起こることは、発生確率の低い事態とは決していえない。  

   例えば、桜島や阿蘇山の爆発による火山灰の拡散が、爆発後僅か２

～３時間で３０キロ圏内を超えて広がることは、我々が日常経験して

いることであるが、この一事をとってみても（例えば、大気中の雲に

しても、１時間も要せずして３０キロを優に超えて移動することは

我々が日常経験していることである。）、原発で爆発的な事故があれば、

放射能を含んだ大気が３時間も経たないうちに３０キロ圏内に広がる

ことはおかしいことではない。 

しかも、原発事故の発生時に風が強い状態であれば、放射能は更に早

い時間で広範囲に拡散するであろうことは容易に想像できることであ

り、かつ、原発事故発生時に強い風が吹く確率（例えば、風の強い日が

１ヵ月に３日であっても、その確率は１０％である。）も、また、原発

事故発生により大量の放射能が原発から漏出する確率も、問題にしなく

てよい程低いものとは、到底いえないはずである。 

 

(3) 原発事故により放出された放射能の拡がり方について 

  ア 放出された放射能雲の広がりと到達時間 

    原発事故により放出された放射能の拡がり方について、専門家で

ある高木仁三郎氏（元日本原子力事業ＮＡＩＧ総合研究所、元東京

大学原子核研究所助手）は、以下（次頁）のように述べている。 
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「 図Ⅲ－４『放射能雲の広がりと到達時間』は、放射能雲の広がり  

方ですが、典型的な事故モデルを作って計算した値です。事故のとき

に放射能が放出されて、風が北東から南西へ吹いていくと考えます。

一般に、風軸上の両側に扇形に放射能が広がっていきます。扇形の幅

は、ここまで同じでここはゼロというものではないのですが、ある平

均的な広がり方をとったものです。いちばん典型的な気象条件のとき

で、放射能雲が１００キロメートル流れると約３０キロメートル広が

る、２００キロメートル流されると５０キロメートルくらいというよ

うに、風軸上の距離に対する幅の広がり方は４分の１くらいになりま

す。これは、気象条件によってかなり違ってきます。 

風が速く吹いた場合には、細い幅で遠くまで行くことがあります。 

雲が低くたれこめていたりすると、雲の層ではね返されて上方向 

に広がりませんから、細い幅のまま行くことがあります。また、雨が

降ったり雪が降ったりすると、放射能は非常に近いところに落ちてし

まいます。 
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この図は、風速４メートルの風で放射能が飛ばされる場合を示した

ものです。風速４メートルというのは、それほど強い風ではありませ

ん。上空では、むしろ穏やかな状況です。それでも、放射能の雲は１

００キロメートル離れたところまで約７時間で行くでしょう。東海原

発から東京までは約１１０キロメートルですから、７～８時間かかる

計算になりますが、もっと風の条件が厳しいと４～５時間で放射能が

来てしまいます。」（甲Ａ３３・１１２頁～１１３頁）。 

    また、ベラルーシ放射線安全研究所のヴァシリー・Ｂ・ネステレ

ンコ他によるチェルノブイリ被害の調査報告（甲Ａ３４）によると、

同報告書に掲載されている、チェルノブイリ原発事故によって同原

発から流出した放射性気体の分布図（甲Ａ３４・５頁～６頁）をみ

ても、事故発生日の１９８６年４月２６日の１日のうちに、事故に

よる放射性気体は、チェルノブイリから数百キロメートルの距離に

至っていることが窺える。 

  イ 事故発生により流出した放射能が川内原発から３０キロ圏内に拡

がり、ＵＰＺ圏内の住民にとって危険な状態が始まるのは、事故発

生による放射能の流出開始から僅か３～４時間後（風速によっては

もっと短くなる。）であること 

    そもそも、事故発生に伴い原発から放出される放射能は、一般的

には、放出時の風にのって拡がってゆくと考えられるが（これは、

例えば煙などの大気中の気体が風にのって当時の風向きと風速に従

って拡がっていくのと同様である。）、だとすると、事故によって放

出された放射能の拡がりの方向と時間は、放射能放出時の風の風向

きと風速とによって予測することができるといえる。 

    このような考えを前提にすれば、放射能放出時に毎秒３メートル

の風速の風が吹いていれば、放出した放射能は、１時間後には原発

から約１０．８キロ（３ｍ×６０秒×６０分＝１０、８００ｍ）の

地点まで到達することになるし、３時間では約３２．４キロの地点

まで到達することになるのである。 

    また、毎秒２メートルの風の場合であっても、放出された放射能

は、４時間もあれば、原発から２８．８キロの地点まで到達するこ

とになる。なお、気象庁の東市来観測所（日置市東市来湯田）の観
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測記録によると、同観測所の平成２６年１月と２月の月間平均風速

はいずれも秒速約２メートルであり、同３月の平均風速は秒速約２．

３メートルとなっている。 

    このように考えると、川内原発の事故発生により流出した放射能

が川内原発から３０キロ圏内に拡がり、ＵＰＺ圏内（５～３０ｋｍ

圏内）の住民にとって危険な状態が始まるのは、事故発生による放

射能の流出開始から僅か３～４時間後（風速によってはもっと短く

なる。）ということになろう。 

 

(4) 原発事故発生時の放射線の拡がりが必ず段階的であるという科学的

根拠は全くないこと 

   被告九州電力自身も、「緊急事態において、放射性物質の放出または

放射線の異常な放出による周辺環境への影響への大きさ、影響が及ぶ

までの時間は、異常事態の態様、施設の特性、気象条件、周辺の環境

状況、住民の居住状況により異なるため、これらを踏まえた上で、影

響の及ぶ可能性がある区域として、原子力発電所からの距離を目安と

した「原子力災害対策重点区域」を設定し、その区域に応じた対策を

講じることとされている。」と述べている。 

   被告九州電力が述べるまでもなく、まさに「緊急事態における放射

性物質の放出または放射線の異常な放出による周辺環境への影響の大

きさ、影響が及ぶまでの時間は、異常事態の態様、気象条件等により

異なる」ことは自明のことである。 

   すでに詳述したように、本件避難計画が段階的避難を前提として策

定されていることについては、その前提とされている「原発事故時の

放射線の拡がりには必ず数日を要し、必ず段階的である」という科学

的根拠があるわけではないし、その方が避難計画としては合理性、実

効性があるという合理的な根拠も見出し難い。 

   それにも拘らず、国や県の避難計画が段階的避難（の場合のみ）を

前提とされているのは、段階的避難としないで、３０ｋｍ圏内の住民

が一斉に３０ｋｍ圏外に避難するという計画では、避難に必要なバス

が圧倒的に不足したり、避難に大渋滞が発生したり、急速な避難先の

確保ができない等のことから、それでは避難計画に実効性がないこと
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が露呈するからではないかと原告は考えている。 

 

２ ＰＡＺ圏内の要援護者の避難計画について 

(1) ＰＡＺ圏内の要援護者の避難計画についての被告九州電力の主張 

   被告九州電力は、ＰＡＺ圏内の要援護者（医療機関・社会福祉施設

の入居者）の避難計画について、以下のように説明する。 

  「・医療機関・社会福祉施設（７施設）の入居者及び職員１００人（合

計４６３人…①）の避難先には、鹿児島市と姶良市の施設を確保し

ている。 

   ・被告九州電力がＰＡＺ要援護者の避難先確保の根拠とする内閣府

避難計画（甲Ｂ４０・２１頁）にあるＰＡＺ圏内７施設及び避難先

の一覧表によると、避難対象者７施設３６３人に対する避難先施設

として１３施設とされ、７５０人が受入可能人数とされている。」（被

告九州電力書面・２３頁）。 

 

   しかし、ここで避難先の受入可能人数とされているものは、避難受

入先の各施設の収容定員の数なのか、それとも、すでに存在する既存

の収容者の分を除いた空室としての受入収容可能人数なのか、が明ら

かになってない。 

   ところで、ＰＡＺ圏内の避難先施設の人数が７施設で３６３人とい

うことは、１施設あたり平均約５２人ということになる。 

   これに対し、避難先の受入可能人数とされているのは１３施設７５

０人とされていることからすると、その１施設あたりの人数は５７人

ということになるが、このような事実から推定すると、甲Ｂ４０・２

１頁に記載されている避難先施設の受入可能人数とは、同各施設の収

容定員に近い数字ではないか、と思われる。 

   もしそうだとすると、事故時に避難してきた要援護者が入居・入院

できるだけの現実の受入可能人数（空室・空床）は決して十分なもの

とはいい難いものとなろう（現実に稼働している病院・施設において

は、定員に対して、空床、空室が十分確保されているとは、到底、思

えない。）。 
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(2) 避難計画における要援護者の避難受け入れ先の受入れ可能人数は不

確か・不十分であること 

   原告らがすでに主張しているように、報道によると、「鹿児島県の担

当者は『現状では（受け入れ先となる）３０キロ圏外の病院や福祉施

設がほぼ満員。会議室など空き部屋を使ってでも受け入れ先を調整す

るのは難しい』と話す」（２０１４年３月２５日付け朝日新聞・甲Ｂ３

３）とされているが、このような報道から考えても、川内原発事故時

における避難先施設の受入可能人数とされている数字が７５０人にも

達しているというのは、到底、信じ難い数字である。 

   例えば、甲Ｂ４０・２１頁記載の避難先施設のうち、病院は４施設、

受入可能人数合計は２４７人となっていることからすると、病院は１

施設あたり６０名余りが受入可能人数ということになるが、受入可能

とされる４病院がそれぞれ常に６０人以上の空床をかかえているとい

うこと自体、にわかに措信し難いことである（そのように、常時多く

の空床をかかえている病院など一般的に考え難いし、そのような病院

が仮に現実にあったとしても、早晩、経営に行き詰まることになろう。）。 

   このように考えてくると、甲Ｂ４０・２１頁に記載されている、避

難受入可能人数合計が７５０名というのは、ますます信じ難いもので

ある。 

(3) 被告九州電力に対する求釈明 

   それにもかかわらず、被告九州電力が甲Ｂ４０・２１頁の記載を根

拠に、川内原発ＰＡＺ圏内の要援護者、即ち、医療機関・社会福祉施

設の入居者の避難先を常時確保しているというのであれば、避難先施

設の受入可能人数に関して、各施設の現状の収容数をふまえて、どの

ような受入余力（空床）があるのかを、具体的に明らかにするべきで

ある。 

 

３ 避難により健康リスクの高まる入院患者は屋内退避とする避難計画は

実効的でないこと 

(1) 健康リスクの高い者は屋内退避にするという被告九州電力の主張 

   次に、被告九州電力は、医療機関等の入居者のうち、「避難すること

により健康リスクが高まる者８５人及び支援者８５人（合計１７０人
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…③）は、放射線防護機能を付加した屋内退避施設（５施設）に輸送

する」と主張する（被告書面・２４頁）。 

   しかし、被告九州電力のいう屋内退避施設が、避難もできないよう

な避難者（重症の者も含め）にとって必要な医療施設を備えたもので

あるのかどうかは極めて疑問である。 

   そもそも、緊急避難が必要とされるほどに放射能汚染が広がる状況

下において、重篤患者が屋内に残ったとしても、このような屋内に残

る患者を治療看護するに十分な医療関係者、その介護者、生活支援者

（食事その他の生活の世話）等まで確保できるという保証は全くない

し、その具体的見通しが立っているわけでもない。 

 

(2) 原発事故後に屋内退避した重篤患者が４人も死亡したという福島原

発事故の教訓 

   なお、福島原発事故に伴う避難に関連して、数十名もの重症患者が

死亡に至った主要な原因の一つが、医療関係者の避難による医療関係

者の不足やライフライン・生活物資の不足であったことを、われわれ

は絶対に忘れてはならない。 

   国会事故調査報告書（甲Ａ１）では、福島原発事故の事故時の医療

体制の困難について、以下のように報告している。 

 

  「 事故直後、断続的な水素爆発により、放射線の影響を恐れた看護

師など医療関係者が早期に病院を離脱した。このため避難区域に残

された入院患者に対し、看護師などの病院職員の人数が不足し、ラ

イフラインや医療物資がない中で、十分な治療や看護ができなかっ

た。」、「（双葉）病院には１２９人の重篤患者が残されたが、双葉病

院系列で隣接の介護老人保健施設の職員、病院に戻ってきた医師ら

により、避難完了までの３日間、多い時でもわずか６人の医療関係

者で治療と看護を行った。生活物資も医療物資も不足しており、照

明器具はロウソクのみであった。医師らは治療を最大限施したもの

の、１５日までに４人が院内で相次いで死亡した。」（甲Ａ１・３５

９～３６０頁）。 
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４ ＵＰＺ圏内の要援護者の避難先の確保について 

(1) ＵＰＺ圏内の要援護者の避難先についての被告九州電力の主張 

   被告九州電力は、ＵＰＺ圏内の住民の避難計画に関し、「医療機関・

社会福祉施設については、鹿児島県では、本件原子力発電所から半径

５～１０ｋｍ圏にある施設（１０施設、４６３人）について、ＰＡＺ

圏内と同様、施設毎の避難計画を作成し、避難先（１８施設、８２７

人；入所定員）を確保している。」と主張する（被告書面・２５頁）。 

   本件避難計画（甲Ｂ４０・４５頁）では、５～１０キロ圏内施設の

避難先施設の受入可能人数は、１８施設で８２７人（平均１施設あた

り４５．９人）、避難元施設の避難対象人数（病床入所定員）は、１０

施設で４６３人（平均１施設あたり４６．３人）とされていることか

らすると、この場合も、ＰＡＺ圏内の避難受入先の受入可能人数の箇

所で述べたように、５～１０ｋｍ圏内の避難先施設の受入可能人数と

されている人数も各受入施設の定員に近い人数であり、既入所者数を

除いた空床、空室の余力人数とは、到底、考えられないものである。 

(2) 避難計画上の主要な避難先とされている鹿児島市と姶良市は必ずし

も避難先として適切な地域とはいえないこと 

   ところで、被告九州電力が主張する避難計画の避難先とされている

のは、その３分の２にあたる人数（約３０８名）が、鹿児島市もしく

は姶良市となっている。 

   しかし、川内原発事故時の風向きによっては、避難先である鹿児島

市や姶良市自体が流出放射能汚染地域となり（むしろ、その可能性は

非常に高い。）、住民避難の対象地となるのであって、これらの自治体

にある施設を避難先施設としている内閣府の計画（甲Ｂ４０・４５頁）

自体が極めて不適切、不合理なものである。 

   以下のように、川内原発の年間風向きをみると、西側からの最多風

向きが最も多く観測されており、川内原発の事故発生時にその風下に

あたる鹿児島市や姶良市が放射能汚染地域になる可能性はむしろ高く

なっているのである。 

  ア 西側からの最多風向きが年間で１５０日間観測されていること

(甲Ｂ４１) 

    甲Ｂ４１は、日置市東市来湯田にある東市来観測所（北緯３１度
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４０．１分、東経１３０度１９．７分）における、２０１４年にお

ける１日ごとの気象庁の観測データである。 

    川内原子力発電所は北緯３１度５０分、東経１３０度１１分の場

所にあるが、東市来観測所は、その川内原子力発電所の南約２０キ

ロメートル強の場所にある。 

当該データは、月ごとではなく、日ごとの最多風向きが示されて

いる。 

    これによると、以下のように、西方向からの最多風向きが観測さ

れている。 

 

    ２０１４年 

     １月：１２日間 

     ２月：１０日間 

     ３月：１５日間 

     ４月：１２日間 

     ５月：１７日間 

     ６月：１６日間 

     ７月：１９日間 

     ８月： ９日間 

     ９月： ８日間 

    １０月： ６日間 

    １１月：１０日間 

    １２月：１６日間 

 

    このように、風向きというものは、必ずしも季節によって一定の

ものではなく、その日ごとによって異なるものであり、例えば、１

月の最多風向きが東北東だからといって、１月には西からの風が絶

対に吹かないということは、到底、いえないのである。 

    むしろ、上記のように、西側からの最多風向きが年間で１５０日

間も観測されたという客観的事実に照らせば、放射性物質が拡散さ

れる主な方向は、川内原発の西側である海側であるとは、到底、い

えないものである。 
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  イ １日の間にも風向きは変わること(甲Ｂ４２) 

    また、上記アは日ごとの最多風向きのデータであるが、さらに細

かく見るならば、１日の間にも風向きは変わる。 

    甲Ｂ４２は、東市来観測所における、１日の１時間ごとの気象観

測データである（便宜上、各月の朔日のデータを証拠として提出す

る。）。 

    例えば、２０１４年３月１日の最多風向きは東南東であるが（甲

Ｂ４２・３頁）、一日中ずっと東南東の風が吹いていたわけではなく、

２２時の時点においては西北西の風が吹いている（甲Ｂ４２・３頁）。 

同様に、２０１４年４月１日の最多風向きは東南東であるが（甲

Ｂ４２・４頁）、一日中ずっと東南東の風が吹いていたわけではなく、

１５時から１８時台においては西からの風が吹いている（甲Ｂ４２・

４頁）。 

    ２０１４年９月１日の最多風向きは東南東であるが（甲Ｂ４２・

９頁）、一日中ずっと東南東の風が吹いていたわけではなく、１１時

から１９時台においては西からの風が吹いている（甲Ｂ４２・９頁）。 

    ２０１４年１１月１日の最多風向きは東南東であるが（甲Ｂ４

２・１１頁）、一日中ずっと東南東の風が吹いていたわけではなく、

７時台及び１３時から１６時台においては西からの風が吹いている

（甲Ｂ４２・１１頁）。 

    以上のように、風向きは時間によって異なるものであり、最多風

向きが東だからといって、１日のうちでずっと風向きが変わらない

ということなど、到底、ありえないのである。 

    加えて、最多風向きが西側からの風の日が１５０日間も観測され

ていること(甲Ｂ４２)からすれば、放射性物質の主な放出先が川内原

発より西側の海側であるとは、到底、いえないのである。 

 

５ １０～３０ｋｍ圏内の要援護者の避難先の確保について 

(1) １０～３０ｋｍ圏内の要援護者の避難先についての被告九州電力の

主張 

   さらに、被告九州電力は、「１０～３０ｋｍ圏内にある医療機関・社

会福祉施設（２２７施設９７０３人）については避難先候補施設（４
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９６施設、４３，５７３人：入所定員）を確保している（甲Ｂ４０、

４６．４８．４９頁）」と主張する（被告書面・２５頁）。 

 (2) 避難先が具体的に定まっていないこと 

しかし、内閣府が策定するＵＰＺ圏内１０ｋｍ～３０ｋｍの医療・ 

社会福祉施設の避難については、「国の原子力災害対策本部から、一時

移転等の指示が出た地域で１０ｋｍ～３０ｋｍ圏にある医療機関、社会

福祉施設（２２７施設９７０３人）については鹿児島県の調整により避

難先を確保」とだけしか記載されておらず（甲Ｂ４０・４６頁）、５ｋ

ｍ圏内及び５～１０ｋｍ圏内の各避難先の記載にあるように、「ＰＡＺ

圏内の医療機関及び社会福祉施設の全てについて避難先を確保」（甲Ｂ

４０・２１頁）とか、「川内原発から半径５～１０ｋｍ圏にある医療機

関、社会福祉施設についてＰＡＺ圏内と同様、施設ごとの避難計画を作

成し、避難先を確保」というような記載はみあたらない。 

   しかも、ＵＰＺ１０～３０ｋｍ圏内の医療機関、社会福祉施設の避

難については、内閣府避難計画では、「避難先受入施設」とされずに、

「受入候補施設」と記載され、あくまで候補施設とされているにすぎ

ず、「鹿児島県は一時移転等の指示が出た場合には予め用意した避難先

候補施設リストから避難先を選定」（甲Ｂ４０・４６頁）することとさ

れているにすぎない。 

(3) 避難先も具体的に定まっていない内閣府避難計画の問題点 

   上記(2)でみた内閣府避難計画（甲Ｂ４０）の記載からすると、ＵＰ

Ｚ１０ｋｍ～３０ｋｍ圏内の医療機関等については、確たる避難計画

は作成されておらず、従ってまた、避難先も具体的には定まっていな

い（作成されているのは、内閣府原子力災害対策担当室において一方

的に選定した単なる避難先「候補施設」を避難予定先に考えているに

すぎない程度のものではないか。）と考えるべきである。 

   内閣府の避難計画では、「鹿児島県は一時移転等の指示が出た場合に

は……候補施設リストにより避難先を選定」とされているが、現在に

おいても避難受入れ先の確保が困難とされている状況下にあるにもか

かわらず、いざという時になって、初めて鹿児島県において避難先の

選定をしたとしても、必要とされるだけの受入施設がきちんと確保で

きるかどうか、その実効性は極めて疑わしいものである。 
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(4) 市民団体が実施した自治体アンケートからすると、その要援護者に

対する避難計画はほとんど進んでいないこと 

   なお、原子力市民委員会が実施した自治体アンケート調査結果報告

（甲Ｂ４３・４頁）によると、川内原発周辺自治体の医療機関や社会

福祉施設の避難計画に関する回答は、以下のとおりとなっている。 

 

   病院や社会福祉施設の避難計画の策定状況について 

   ① 把握していない  いちき串木野市、さつま町 

   ② １０％をこえる施設が策定済みとして回答した自治体はなかっ

た。 

   ③ １０％以下の施設においては策定済みと回答した自治体は、阿

久根市と日置市のみであった。 

   ④ また、薩摩川内市は原発から１０ｋｍ圏内の医療機関・社会福

祉施設は計画を全て作成済み、と回答した。 

 

   このような川内原発周辺自治体の回答からみても、同各自治体にお

ける病院や社会福祉施設の避難計画は、ほとんど進んでいないことが

窺えるのである。 

   一方、原子力災害時の避難受け入れ計画を策定しているかという質

問に対しては、鹿児島市をはじめ質問対象とした１８自治体の全てが

「策定していない」という回答であった（甲Ｂ４３・８頁）。 

   原告らがすでに述べているように、鹿児島県の伊藤知事も、「３０キ

ロまでの要援護者の避難計画は現実的ではなく不可能だ」、（要援護者

の避難計画策定は）「１０キロで十分だと思っている」と発言している

が（甲Ｂ３８・２０１４年６月１４日付け朝日新聞）、先に述べたよう

に、１０キロ～３０キロ圏内の避難計画がまともに作成されている様

子はみられないという事実は、このような鹿児島県知事の発言からも

十分窺い知れるところである。 

 

６ 内閣府による「避難施設等調整システム」の実効性 

(1) 「避難施設等調整システム」で避難先の選定・指示をするという被

告九州電力の主張 
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   被告九州電力は、「鹿児島県は、緊急時モニタリングの結果、予め計

画していた避難先の空間放射線量が高い場合は、避難先候補施設リス

トが入力された『原子力防災・避難施設等調整システム』により調整

し、避難先を選定した上で、一時移転の指示をする。」と説明する。  

   たしかに、内閣府作成の「川内地域の緊急時対応（全体版）」（甲Ｂ

４０、以下、単に「川内対応冊子」という。）４８頁によると、 

  「 鹿児島県では…予め選定した避難先が使用できなくなった場合の

避難先や医療機関等の受入先を迅速に調整するための『原子力防

災・避難施設等調整システム』を整備」するとし、「同システムは、

避難先調整の際に必要となる施設の情報をあらかじめ登録し、緊急

時において避難先を迅速に調整」する、とされている。 

 

(2) 「避難受入先調整システム」の実効性についての疑問 

   鹿児島県において、このような「受入先調整のシステム」が完成さ

れていることは未だ聞いていないが、仮にこのような調整システムが

完成していたとしても、それはまさにコンピューターによる「机上の

システム」にすぎず、現実の原発重大事故発生に臨んでその実効性が

どこまであるのかは極めて疑わしいものである。 

   即ち、避難計画で予定していた避難先が風向き等の問題で急遽使用

できなくなった場合に、「受入先調整システム」に入力されたデータ等

により、別の受入先を急遽調整、選定するとしたところで、２０万人

を超える３０キロ圏内の住民の避難受入先を、簡単に他所に見出し、

かつ、調整できるかどうか、しかも、それが２０万人を超える住民に

スムーズに伝わり、２０万人を超える住民の全員がこれによって避難

行動を迅速かつ円滑に実行できるかについては、極めて疑問である。 

   特に医療機関への避難が必要となる入院患者等にとっては、避難先

が限定されるため、問題はさらに深刻である。 

緊急時になって、予定していた医療施設への避難ができなくなったか

らといって、ただでさえ受入先病院の入院施設数が不足しているとされ

る中で、当初は避難先として全く予定されていなかった病院を急遽受入

先病院として調整しようとしたところで、そのような余裕のある病院を

限られた短時間内で急々に見つけることなど不可能に近いといえよう。 
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   特に、もし、川内原発事故発生時の風向きが北西の風で風下の鹿児

島市や姶良市を避難先にできなくなった場合には、これらに匹敵する

ような数の受入先となる避難先施設・医療施設等を、鹿児島市及び姶

良市以外の地域において確保し調整することが極めて短時間内に簡単

にできるものとは到底思えない。 

(3) 周辺自治体の避難計画には、受入先調整システムは反映されていない

こと 

   原子力市民委員会が実施した自治体アンケート調査結果報告（甲Ｂ

４３・６頁）によると、「内閣府計画によると、１０キロ以遠の要援護

者の入所・入院している施設については、具体的な避難先は定めず、

事故が生じた後、コンピュータ・システムで避難先を調整するとして

いる（甲Ｂ４０・４８頁）が、これが各自治体の避難計画に反映され

ているか」という質問に対しては、 

   ① これがすでに避難計画に「反映されている」と回答した自治体

はなかった。 

   ② 逆に、「まだ反映されていない」と回答した自治体は、９自治体

中、薩摩川内市、いちき串木野市、鹿児島市をはじめとして、計

８自治体あった、とされている（甲Ｂ４３・６頁）。 

(4) 原発重大事故と自然災害の大混乱の中で、避難調整システムが予定ど

おり機能するか極めて疑問であること 

   また、川内原発事故が、福島第１原発事故のように巨大地震・津波

等の自然災害を原因として発生した場合には、原発事故を発生せしめ

るような重大な自然災害の中で、周辺住民も大きな混乱の中にあるこ

とが当然予想される。 

   そのような中で、川内原発からの放射能漏出という重大事故が発生

し、現実に放射能汚染が広がりはじめるという事態が発生するような

大混乱の状況となれば、鹿児島県が避難調整システムによって、急遽

避難先を変更したからといって、それがどれだけの住民にスムーズに

伝わり、どれだけの住民が予定どおりスムーズに避難することができ

るかは、はなはだ疑問である。 

   しかも、自然災害の中で道路・橋等の決壊がおこり、避難経路も限

られてくる（あるいは避難経路がたたれる）ということになれば、避
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難先の変更・選択もさらに困難となる可能性がある。 

   以上のような状況下で川内原発に事故が発生し、放射能漏出が始ま

れば、相当数の住民が、避難計画で予定されているように、鹿児島県

の指示に従って、空間放射線量率が一定数値にあがるまでは家屋内に

待機するとか鹿児島県からの避難先の指示を待つというようなことは

せず、我先に自動車による自主的避難を開始するのではないか、そう

なった場合はどうするのか、という問題も残されている。 

(5) ２段階避難や避難調整システムによる避難先の変更は非現実的とす

る専門家の指摘 

   防災や危機管理に詳しい、「まちづくり計画研究所」の渡辺実所長は、

「福島事故を共有した国民は原発事故や地震に敏感になっている。川

内原発で事故が起きれば、自分たちの判断で自主避難する住民が多く

なり、５キロ圏内と３０キロ圏内の２段階で避難するという前提は現

実的ではない。」と語っている（２０１４年５月３０日付け朝日新聞・

甲Ｂ４５）。 

   また、新聞報道において、「九州電力川内原発の重大事故の際、放射

線量や風向きで避難先を割り出す――。鹿児島県が９日に明らかにし

た仕組みは、原発の風下に避難先がある場合、そこでの被曝を恐れる

住民の声を受けたものだが、識者からは実効性を疑う声が上がってい

る。」、「広瀬弘忠・東京女子大名誉教授（災害・リスク心理学）は、避

難先を変更した場合の周知方法について、『住民に伝える手段があるの

か、避難すべき人を特定する手段はあるのか。柔軟に対応する仕組み

は非現実的だ』と話す。新たな仕組みは、即時避難する５キロ圏住民

ではなく、まず屋内退避する５～３０キロ圏の住民の避難を想定する

が、広瀬名誉教授は、そもそもこの５キロ圏と５～３０キロ圏の『２

段階避難』が整然とできるかを疑う。『米スリーマイル島の原発事故の

際も屋内退避が指示されたが、いつまでいればいいのか分からず、耐

えきれずに逃げた人がいた』 県によると、避難先は空間放射線量の

実測値に基づいて選ぶ。しかし、原発の避難計画に詳しい環境経済研

究所の上岡直見代表は『観測できるのはその時点の線量で、その後の

動きは分からない』と話す。」との指摘がなされている（２０１４年９

月１０日付け朝日新聞・甲Ｂ４６及び２０１５年３月１日付け朝日新
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聞・甲Ｂ４７）。 

(6) 原発重大事故や自然災害の大混乱の中では調整システムによる避難

先変更指示が機能するとは限らないこと 

   しかし、原告らがここで指摘したいのは、原発の重大事故を発生せ

しめるような重大な自然災害の襲来に加えて、その直後に発生した原

発の重大事故の大混乱の中で（福島第１原発事故はまさにそのような

状況であった。）、避難調整システムによって、急遽、避難先を変更し

たからといって、それがどれだけの住民に伝わり、かつ、どれだけの

住民がこれをスムーズに受入れるのか、という問題である。 

   小・中学校、住民、医療機関等において、情報伝達方法が具体的に

定められていることと、大災害発生の中でそれがどれだけスムーズに

機能するのかというのは別問題であって、情報伝達方法がいたるとこ

ろで具体的に定められていれば、それだけで避難先と避難時期につい

て多くの住民が伝達どおり避難できるだけの実効性があるというのは

希望的観測からくる机上の楽観論でしかない。 

むしろ、大混乱の状況の中で、急遽避難先や避難時期を一方的に変更

することは、かえって混乱を増加せしめる結果を招く危険さえある。 

   現在、桜島と阿蘇山上空のその日の風向きが、テレビ等で毎日のよ

うに予報表示されているが、その風向きが日中と夜間とで大きく異な

る日も決して少なくない。 

このことは、川内原発上空の風向きも１日のうちでも時間帯で容易に

変化することが十分ありうることを想起させる。 

そして、そうであれば、原発重大事故発生時にも、その後の時間帯に

よって、川内原発周辺の風向きが変化し、長時間の避難途中で放射能の

飛散方向となる風下の地域が簡単に変化することも十分ありうること

になる。 

このような場合、住民はどの方向に避難したらよいか分からなくなろ

うし、そうなれば、避難調整システムがあったとしても、不要な混乱を

招くだけであって、何の役にもたたなくなるであろう。 

 

７ 原子力防災会議で川内地域の避難計画が了承されたことをもって、本

件避難計画が合理的であるとはいえないこと 
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(1) 被告九州電力の主張 

   被告九州電力は、「平成２６年９月１２日に開催された原子力防災会

議において、川内地域の防災・避難計画に関するワーキングチームの

確認結果が報告され、川内地域の避難計画を含む緊急時対応は合理的

かつ具体的に定められたものとして了承された。」と主張する（被告書

面・２７頁）。 

(2) 原子力防災会議で了承されたことをもって、本件避難計画が合理的、

具体的であるとはいえないこと 

   しかし、本件避難計画に合理性・実効性があるかどうかは、まさに

避難において想定される様々な問題、課題について、避難計画の内容

に照らして検討し、具体的に判断・検証してはじめていえることであ

って、原子力防災会議において、それが合理的かつ具体的に定められ

たものとして了承されたか否かで判断すべきことではない。 

   これまで原告らが縷々指摘しているように、本件避難計画には重大

な欠陥・不備が多々あるのであり、このような欠陥・不備の是正も何

らなされない状況下において、いかに原子力防災会議がこれを了承し

たからといって、その実効性・合理性を肯定できるものではない。  

 

８ ＵＰＺ圏内の避難に要する避難用バスの圧倒的不足について 

(1) ３０ｋｍ圏内住民の一斉避難が必要な事態となった場合の避難用バ

スの不足 

   被告九州電力は、川内原発の事故発生後、３０ｋｍ圏内の住民の避

難は、まずＰＡＺ圏内（原発半径５ｋｍ内）の住民の避難はすみやか

に行うものの、ＵＰＺ圏内（原発半径５～３０ｋｍ圏内）の住民はそ

の後（１週間程度以内）に避難を行う、という段階的避難で足りると

いう前提に固執し、３０ｋｍ圏内の住民が一斉に避難する場合につい

ての避難計画については全く検討しようとしていない（そのこと自体、

本件避難計画には重大な欠陥、不備がある。）。 

   しかし､先に述べたように、川内原発の事故発生により、川内原発か

ら流出した、住民に危害を及ぼす程度の放射能が僅か３～４時間で３

０ｋｍ圏内に拡がる可能性は十分にあるのであって、その際、住民全

員の一斉避難が必要になることは十分にありうることである。 
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   もし、住民の一斉避難が必要となった場合に、避難用のバスはどの

位不足するのであろうか。 

   以下に、この点についてみていきたい。 

(2) 半径５ｋｍ圏内の一般住民避難に要するバスの台数 

   被告九州電力は、「（全面緊急事態における）ＰＡＺ圏内の一般住民

の避難について、自家用車で避難させるとともに、自家用車による避

難ができない住民８１６人、観光客等一時滞在者２２５人（想定対象

人数約１０００人）を鹿児島市内であらかじめ定められた避難先へバ

ス等で移送する（甲Ｂ４０・２８～３２頁）」としている。 

   確かに、内閣府避難計画によると、川内原発から５ｋｍ内のＰＡＺ

圏内において、バスで避難させる対象となる一般住民等は約１０００

人とされており、そのために使用するバスは３３台とされている（甲

Ｂ４０・３１頁）。 

   また、内閣府によるＰＡＺ圏内の要援護者の避難計画によると、要

援護者のＰＡＺ圏内避難想定対象人員は約２０００人とされ、その避

難に要するバスは５２台とされている（甲Ｂ４０・２５頁）。 

   そうすると、ＰＡＺ圏内からの住民及び要援護者等の避難（推定避

難総数は約３０００人）に要するバスの台数は、合計で８５台という

ことになる。 

   しかし、内閣府避難計画（甲Ｂ４０・２６頁）によっても、薩摩川

内市内のバス会社等が保有する車輌の総数は１００台とされている一

方、鹿児島県バス協会によると、「貸し切りバスは約８００台あるが、

原発周辺で用意できるのは約１００台」（２０１４年８月３１日付け朝

日新聞・甲Ｂ２７）であるとされている。 

   このように考えると、仮に薩摩川内市内のバス約１００台の全部が

使用でき、かつ、事故時に県内のバス会社が用意できるとする貸し切

りバス１００台を加えたとしても、川内原発事故時の避難のために準

備できるバスはせいぜい約２００台余しかない、ということになる。  

(3) 半径５ｋｍ～３０ｋｍ圏内の住民の避難に要するバスの圧倒的不足 

  ア ＵＰＺ圏内の要援護者のバス避難に要するバスの台数 

    先にみたように、内閣府避難計画によっても、ＰＡＺ圏内の避難

だけで８５台のバスを要することとなるが、ＵＰＺ圏内、即ち、川
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内原発から５ｋｍ～３０ｋｍ圏内の避難に要するバスの台数は、到

底、残りの１１５台（２００台－８５台）程度で足りるものではな

い。 

    それでは、ＵＰＺ圏内におけるバス避難に要するバスは、いった

い何台くらい必要となるのか。 

    まず、内閣府避難計画において、ＵＰＺ圏の内、５～１０ｋｍの

医療機関等の避難者想定人数は約４６３人とされていることから、

バスにして１０台は必要となる。 

    また、ＵＰＺ圏の内、１０ｋｍ～３０ｋｍ圏内の医療機関等の避

難者想定人数は約９７０３人とされていること（甲Ｂ４０・４６頁）

からすると、その避難に必要なバスの台数は約２４２台（１台あた

り４０名が乗車するとみて）ということになる。 

    しかし、これは、ＵＰＺ圏内の医療機関等の避難に必要なバスの

台数である。 

    この台数に、さらにＵＰＺ圏内の自家用車が利用できない一般住

民等の避難に必要な台数を加えると、ＵＰＺ圏内の避難に必要なバ

スの台数は、更に飛躍的に増加することになる。 

  イ ＵＰＺ圏内のバス避難に要するバスの台数の総計（約１１００台） 

    このようなＵＰＺ圏内の一般住民等の避難に要するバスの台数に

ついては、内閣府避難計画（甲Ｂ４０）には全く記載されていない

が、同計画（甲Ｂ４０）において、半径５ｋｍ内とされるＰＡＺ圏

内の一般住民等のバス避難人数が約１０００人とされていることか

ら単純計算により推定すると、ＵＰＺ圏内（半径５ｋｍ～３０ｋｍ

圏内）のバス避難を要する一般住民は、その３５倍の約３万５００

０人と推定されることになる（即ち、半径５ｋｍ圏内〔ＰＡＺ圏内〕

に対して、半径５～３０ｋｍ圏内〔ＵＰＺ圏内〕はその３５倍の面

積があることとなる｛（３０２ 

 π－５２ 

 π）÷５２ 

 π＝３５｝。そう

すると、半径５ｋｍ圏内のバスによる避難人数を１０００人とした

とき、半径５ｋｍ～３０ｋｍ圏内のバスによる避難人数は、３万５

０００人〔１０００×３５〕となる。）。 

    そうなると、ＵＰＺ圏内の一般住民等のバス避難に必要なバスの

台数（１台あたり４０人定員と考えて）は、約８７５台ということ
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になろう。 

    このように考えると、ＵＰＺ圏内のバス避難に要するバスの台数

は、１１２７台（８７５台＋２４２台＋１０台）ということになる。 

  ウ ＵＰＺ圏内避難用バスの圧倒的不足 

    原告らがすでに指摘しているように、報道によると、「県が原発が

立地する薩摩川内市と隣のいちき串木野市の１０キロ圏内の住民の

避難に必要なバスの台数を数えたところ、３０～５０人乗りで計４

１５台程度だった」（２０１４年８月３１日付け朝日新聞・甲Ｂ２７）

とされているが、このような自治体の回答（１０キロ圏内の住民の

避難に必要なバスの台数が４１５台という回答）や、避難の対象と

なるＵＰＺ圏内の住民総数が２０万９３００人とされていること

（甲Ｂ４２・４頁）から考えても、ＵＰＺ圏内の住民等の避難に必

要なバスの台数が１１００台（３万５０００人）程度というのは、

決して不自然な数字ではない。 

    しかるに、先にもみたように、川内原発事故発生の際に周辺住民

等の避難に使用できるバスとして現実に稼働可能なバスの台数は、

せいぜい２００台程度にすぎず、避難に必要なバスの台数１１００

台からすれば、圧倒的に不足していることとなるのである。 

(4) 鹿児島県がバス事業者と締結しようとしている協定は、「バスによる

緊急輸送が必要な住民数も５㌔圏内だけで試算している」(甲Ｂ４4)こ

と 

  ア 鹿児島県と各バス事業者との間の協定は、未だ１社も締結されて

いないこと 

    ２０１５（平成２７）年５月１７日付け南日本新聞(甲Ｂ４４)は、

川内原発の「重大事故時に、要援護者や移動手段を持たない住民を

避難させるバスと運転手を確保するため、鹿児島県が複数のバス事

業者と結ぶ協定案の概要が、関係者への取材で判明した。」として、

その概要を報道した。 

    しかし、鹿児島県は「昨年夏、協定締結の協議に着手し」たもの

の、それから約１年が経過し、「九電が７月下旬以降の再稼働を目指」

している今日においても、「鹿児島県内には、協定締結へ向けて従業

員と協議を重ね、近く結論を出す事業者もある」という状況であり、
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いまだ鹿児島県と協定を締結したバス事業者は１社もないのである。 

  イ 協定案は「放射性物質が放出される前に要援護者の輸送準備に入

り、施設の全交流電源喪失や冷却機能喪失といった段階ごとに、要

援護者や一般住民の輸送を求める」という段階的避難しか想定して

いないこと 

    しかも、鹿児島県がバス事業者に示した「災害時等におけるバス

による緊急輸送等に関する協定案の概要」によれば、「県が事業者へ

協力を要請するのは、積算被ばく限度は一般公衆の年間限度の１㍉

ｼｰﾍﾞﾙﾄを下回る場合」のみである(甲Ｂ４４)。 

    そして、その場合を前提とした上で、「放射性物質が放出される前

に要援護者の輸送準備に入り、施設の全交流電源喪失や冷却機能喪

失といった段階ごとに、要援護者や一般住民の輸送を求める」(甲Ｂ

４４。下線は原告訴訟代理人)という内容の、段階的避難しか想定さ

れていない。 

  ウ 協定案は「バスによる緊急輸送が必要な住民数も５㌔圏内だけで

試算している」こと 

    より具体的には、「放射性物質の放出前に、まず５㌔圏の住民が原

則自家用車で３０㌔圏外に避難する。続いて５～３０㌔圏の住民が、

屋内退避後に空間放射量に応じて段階的に避難することが前提」と

されているが、ここで問題なのは、「バスによる緊急輸送が必要な住

民数も５㌔圏内だけで試算している」(甲Ｂ４４)という点である。 

    即ち、これから鹿児島県がバス事業者と結ぼうとしている協定は、

３０キロ圏内の要援護者等を想定したものではなく、「５㌔圏内の人

口約４９００人のうち、県は学校で保護者への引き渡しができない

とみられる児童、医療機関・福祉施設・在宅の要援護者、自家用車

のない住民、観光客らを約３千人と推計」して、その約３千人に対

し、「必要となるバス８５台以上、福祉車両２５台以上を確保できる

と見込んでいる」(甲Ｂ４４)というものにすぎないのである。 

  エ 鹿児島県バス協会の川原徹郎専務理事が「渋滞対策も考えなけれ

ばバスは動けず、協定は絵に描いた餅になる」という指摘をされて

いること 

    しかも、同記事(甲Ｂ４４)によれば、鹿児島県バス協会（７８社、
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約２２３５台）の川原徹郎専務理事は、「渋滞対策も考えなければバ

スは動けず、協定は絵に描いた餅になる」という指摘をされている

ということであるが、これは、社会通念や経験則と言ったことを持

ち出すまでもなく、あまりにも当然のことである。 

(5) 被告の言う段階的避難を前提にしても、避難用バスの圧倒的不足はお

こりうること 

被告は、本件避難計画等は、福島第１原発事故の教訓等を踏まえて 

段階的避難を前提として策定されたものであり、その内容は合理性、実

効性を備えたものであるとする。 

しかし、川内原発の事故発生により流出した放射能が川内原発から３

０キロ圏内に拡がり、ＵＰＺ圏内（５～３０ｋｍ圏内）の住民にとって

危険な状態が始まるのは、事故発生による放射能の流出開始から僅か３

～４時間後（風速によってはもっと短くなる。）になり得ることを踏ま

えると、かかる段階的避難だけを想定していればよいというものではな

い。 

   本件避難計画は、「続いて５～３０㌔圏の住民が、屋内退避後に空間

放射量に応じて段階的に避難することが前提」とされているが、上記(4)

ウで述べたように、「バスによる緊急輸送が必要な住民数も５㌔圏内だ

けで試算している」(甲Ｂ４４)にすぎないにもかかわらず、そのような

県とバス事業者の協定さえ未だ締結されていないのである。 

   しかも、本件避難計画では渋滞対策が全く考慮されていないが、そ

れこそ、渋滞対策も考慮されていない本件避難計画は「絵に描いた餅」

であり、「合理性、実効性を備えたもの」とは、到底、言えないもので

ある。 

   百歩譲って、被告の主張するように、原発事故発生後にＵＰＺ圏内

の住民はとりあえず屋内退避をなし、空間放射線量が５００μSv/ｈを

超える程に至った段階ではじめて３０ｋｍ圏外への避難を開始すると

いう考え方にたち、かつ、ＵＰＺ圏内の放射線量の高まりが１日以上

遅れることになったとしても、高い放射線量が一たんＵＰＺ圏内まで

及び、広がりはじめれば、ＵＰＺ圏内の住民としては一斉に避難しな

ければならない必要は当然に出てこよう。 

   そして、そうなれば、ＰＡＺ圏内の住民とは１日以上の遅れであっ



 25 

たとしても、ＵＰＺ圏内の住民約２０万人の一斉避難が必要となり、

先にみたように、やはり避難に必要なバスが約９００台近くも不足し、

バスに頼らざるをえない相当の住民が事実上避難できない状況が発生

するのである。 

この点からしても、本件避難計画には看過できない重大な欠陥、不備

があるのであって、本件避難計画が「合理性、実効性を備えたもの」と

は到底言えないことは明らかである。 

以上 


